
第 140回伊達市災害対策本部会議 
平成 24年 12月 11日（火） 

17時 00分～ 

保原庁舎 2階応接室 

 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 
 
 
 
（2）県内自主避難者への借上住宅支援に関する要望書の提出について 
 
 
 
（3）第 5回伊達市一斉放射線量測定マップの作成について 
 
 
 
2 12月 7日の地震による被害状況等について 
 
 
 
 
3 その他 
（1）除染推進センターだより（第 14号）の発行について 
 
 
 
（2）農業情報誌「たがやす」（第 6号）の発行について 
 
 
 
（3）災害対策号（第 71号）の発行について 
 
 
 
 
次回  12/25（火）  14時 00分  ～ 
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第 140回本部会議の概要について 

1 実施日時等 
平成 24年 12月 11日（火） 17：00～18：00 

2 内容 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

12月3日現在における進捗状況である。今回から表形式で進捗状況をまとめた。Aエリアでは、

霊山町石田東部・月舘町東部及び保原町富成工区で公共施設の事前モニタリングが終了した。

保原町柱沢及び霊山町掛田工区では、道路の除染作業に取り掛かった。 

仮置場は、保原町富成及び霊山町掛田工区で新たに契約が済み、合計で 46 箇所の仮置場が確

保された。前回より 4箇所の増加である。 

Bエリアは、霊山町山戸田、山野川、月舘町御代田、下手渡及び布川地区に新たに仮置場の契

約を締結した。括弧書きの数字が箇所数である。Bエリア全体で、93の町内会があるが、その

うち 58の町内会において、依然として仮置場は未設置である。月舘町糠田地区の除染作業は、

12月 25日に入札予定である。現在、事務作業を進めている。 

詳細な数値等は、添付資料のとおり。 

（市長） 

依然として、富成工区における除染の進捗率が上がらない。そのほかの地区でも雪の影響等は

出てきているのか。 

（放射能対策課長） 

班編成に変化はない。少ないところでも 200人体制で行っている。雪の影響がまったくないと

は言えないが、放射冷却現象が続くと、南側は差支えがなくとも、北側における除染作業の影

響が出てくるのではないかとの話である。 

（市長） 

Bエリアの除染も難しいことであると承知しているが、年内に糠田地区の入札が行われるとい

うことで、引き続き鋭意進めていただきたい。 

 

（2）県内自主避難者への借上げ住宅支援に関する要望書の提出について 

市民生活部長が資料により説明した。 

前回の災害対策本部会議でご説明した「県内自主避難者への借上げ住宅支援制度」は、借上げ

住宅支援の対象が拡大されたものの、市内で線量の高い地域から低い地域へ避難した世帯は対

象にならない制度であったため、市としての要望を作成し、検討をお願いしたものである。要

望書は、昨日（12/10）、市長が県を訪問して提出してきた。 

 

（3）第 5回伊達市一斉放射線量測定マップの作成について 

市民生活部長が資料により説明した。 

11月 7日～9日に、第 5回目となる市内全域の空間放射線量測定を実施した。詳細な測定結果

は、添付資料のとおりである。今回は、災害対策号にも概要を掲載した。 
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2 12月 7日の地震による被害状況等について 
市民生活部長が資料により説明した。 

12 月 7 日 17 時 18 分、伊達市において震度 4 を記録する地震が発生した。直ちに警戒配備

体制により対応した。被害状況の確認・集約を行い、同日 20時 30分に警戒配備を解いた。 

出動状況や被害状況は、添付資料のとおりである。 

（市長） 

今回の地震は、東北地方太平洋沖地震の余震である。本震から約 2 年が経とうとしているが、

本震から 5年以上経っての余震もある。余震と言うと、数箇月から 1年程度の間に起きるもの

かと思うが、そうではないとのことのようだ。特に、M9.0 の東北地方太平洋沖地震において

は、余震が続くと考えられていることから、引き続き余震の発生に注意を払っていただきたい。 

（市民生活部長） 

今回の地震は、職員帰宅前の発生であったため、迅速に警戒配備体制をとり、被害情報の収集

等にあたることができた。各部においても、地震の場合は震度 4以上で警戒配備をとることに

なるので、平常時から、連絡体制や当番等の再確認を行っていただきたい。 

 

3 その他 
（1）除染推進センターだより（第 14号）の発行について 

12月 3日に梁川町東前会館敷地内で東京大学工学系研究科の学生 11名が実施した除染体験に

係る記事を主として取り上げた。学生によれば、チェルノブイリの除染内容を調べてから伺っ

たが、それに比べるとしっかりとした除染が行われている印象であるとのこと。 

裏面では、実際に除染を行う際に注目すべきホットスポットがどういった場所にあるかについ

て、梁川町東前会館を例として取り上げ紹介した。その他の詳細な記事については、添付資料

のとおり。 

（市長） 

裏面の Q＆Aは、「土地の利用に支障をきたす」など、わかりやすく表現されたい。 

 

（2）農業情報市「たがやす」（第 6号）の発行について 

産業部次長が資料により説明した。 

平成 24年産米の検査実施状況と未検査者に関する検査実施のお願い及び 12月 1日に行われた

稲の試験栽培報告会について、報告者とその報告内容をまとめて掲載した。当日は、150名ほ

どの参加があった。その他の記事に関しては、添付資料のとおり。 

（市長） 

伊達市農業情報誌として、大学教授に協力していただき実施している試験栽培の情報等も掲

載・発行しているのであるが、もう一工夫したい。自家消費農産物のモニタリング調査結果は、

これまでの結果を辿れば、ある程度決まった品種で検出限界値以上のセシウムが検出されてい

ることが見て取れる。品種というのは、例えば、しいたけやゆず、ブルーベリーなどのことで

ある。ただ単に、ある品種の測定値が高いということを示しているだけでは、これも風評被害

のもととなり得る。 

たとえば、専門家に依頼し、別な角度から分析し掲載するなどの余地はないものか。 
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（産業部長） 

広く、県や関係機関と情報交換を行っているが、現状では、研究内容としては、しいたけの原

木にどれだけの放射性物質が含まれているかという視点の研究が行われていると聞いている。 

（市長） 

例えば、柿は放射性物質を吸い上げないと言われているが、樹皮から取り込まれるのではない

かなどいろいろな話がある。林業関係で、針葉樹の樹皮を剥いだ際も、その剥いだ樹木を使用

できる、できないという様々な話が出ている。実際のところどうなのか、研究はされているの

であろうか。 

（産業部長） 

そのような問題に関しては、現在、県、市及び JA伊達みらいで実施している柿の解体により、

ある程度の結果は出ると考えている。 

（市長） 

柿は、とにかく原因を究明して、来年はなんとか出荷が可能になるよう努めたい。柿以外の、

例えば、しいたけやゆず等といった品種において、今後も測定値が高いの一点張りでいるわけ

にはいかない。まずは、こうした品種について、県や関係機関が何らかの取り組みをしている

のかということを調査していただきたい。 

さらに、当市として何らかの対策をとらなければならないとすると、何か手立てはないのか、

そうしたことを考えていかなければならない。 

 

（除染推進センター長） 

4p「報告概要」中、掛田地区における記述の中の「ゼオライトの施用により水稲にアンモニウ

ムとカリが効率よく吸収されその拮抗作用により～」という書き出しについて確認したい。 

（産業部次長） 

ゼオライトは、アンモニウムやカリウムを一時的に捕捉し、稲が必要とするときにそれを吸収

させる。そのため、稲がセシウムを吸収する前に、効率よくアンモニウムやカリウムを吸収さ

せるよう作用するということ。これまでは、ゼオライトがセシウムを吸収するという話であっ

たが、そうではないのではないかということが抑制対策試験によりわかりつつある。 

 

（3）災害対策号（第 71号）の発行について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

今号 4p に、ガラスバッジ測定結果を掲載したが、やはり特定避難勧奨地点のある地区におけ

る 1年間の推定線量は、勧奨地点以外のそれに比べて 4倍程度高い。 

当市が除染を実施するにあたり設定した「Cエリア」は、年間 5mSv以下と考えられるところ

である。国の発表等もあり、市民の皆さんの中には、年間 1mSv以上はみんな除染をやるもの

だという印象を持っている方もいるが、そうではない。年間1mSv以上の除染を行ったとして、

そう簡単に線量が下がるものではない。 

Aエリアでは、当初 3μSv/h程度あったところが、除染後に、1μSv/hに満たない数値になっ

たところもある。年間に換算すれば、当初、年間 20mSv と推測されていたところが、少なく

とも年間 5mSv以内にはなったと捉えられる。 
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しかし、年間 5mSvという値はあまり話題にならなかった。内閣府において、低線量被曝のリ

スク管理に関するワーキンググループという取り組みを行ったことがある。ワーキンググルー

プには、長崎大学名誉教授である長瀧重信氏（元（財）放射線影響研究所理事長）等、錚々た

る顔ぶれである。結論から言えば、その取り組みの中で、年間 5mSvという値は、健康には心

配するに及ばないという話であった。短期的に高線量を浴びた場合と異なり、低線量を長期間

に浴びた場合はわからない。しかし、確率的な部分や過去の研究の結果を踏まえれば、年間

5mSvという値は、ひとつの安心できる線量として信頼できるものと捉えられるという議論で

ある。ただ、このことは、政府はあまり広めなかった。 

 

現在、福島市も年間 1mSvを目指している。年間 1mSv以上のところは、除染を行うと言って

いる。除染の中身としては、当市とほぼ同様である。年間 5mSvについては、面的除染、年間

1mSv以上～5mSvまでは、スポット除染を行う。 

1mSv以下にしなければならないと騒ぎ立てる人もいるが、さほど心配しなくても問題はない

というのが実際のところである。ただ、どのようにしたら安心できるかという点は、今後も継

続的に検討していかなければならない。 

一方で、年間 5mSv程度であれば、心配ないと考えている市民の方もいる。除染による宅地の

工事をできれば避けたいという方もいる。そういったことも斟酌すべきである。 

 

こうしたことを踏まえ、Cエリアでは、住民の意向を尊重して除染を進めることが必要ではな

いかと考えている。 

現場毎の対応で様々な意見を持っていると思うが、主に Cエリアを持つ各総合支所長はどうか。 

 

（保原総合支所長） 

「当該住民の意向を尊重し除染を進めることとしております」とは、住民の意向があれば除染を

実施するということでよろしいか。 

（市長） 

Cエリアは、住民が要望すれば除染を行うし、住民が除染をやらなくてもかまわないというの

であれば、市も行わない。一次モニタリングは、基本的には実施し、町内会で行ってもらう。

ホットスポットや細かい測定、町内会では測定できないような場所は、専門業者で測定をする。

いずれにしろ、ホットスポットを除去するためには、専門業者がまず測定を実施し、実際の除

去にあたる。 

国が認める年間 1mSv以上という前提のもとに行うため、年間 1mSv以下のところの除染を要

望された場合は考えなくてはならない。Cエリアは、どんな形であれ除染を必ず行うというこ

とではないということを市民の皆さんには理解していただきたい。個別的に、精神的にどうし

てもという場合は、除染だけがすべてではないから、精神的な面から何らかの対策を考えてい

かなければならない。現実的に、線量をゼロにすることはできない。 

《次回本部会議》 

平成 24年 12月 25日（火） 14時 00分～ 

本庁舎 2階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


